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【書類名】明細書 

【発明の名称】津波対策用岸辺構造 

【技術分野】 

 【０００１】 

 本発明は、津波のエネルギーを減衰させる津波対策用として構築される海岸あるいは河

岸などの岸辺構造に関する。 

【背景技術】 

 【０００２】 

 わが国において一般的に行われている津波の被害に対する防止策としては、防波堤を構

築する方法である。防波堤の構築に当たっては、過去の津波の規模から天端高さや胸壁の

強度などを決定し、これにより越波を阻止し、津波の遡上による集落などの損壊を防止し

ている。 

 【０００３】 

 しかし、天端高さが高く、胸壁が高強度な防波堤は、底面も広くなり、構築物全体とし

ては大規模となり、建設コストも膨大になる。天端高さの高い防波堤は、陸地側からの視

界が大きく遮られ、地域住人の生活環境が損なわれるのみでなく、観光資源的にも問題で

ある。特に、津波発生時に津波に対する視認性も低下する結果、地域住人の避難遅れが生

じる可能性もある。 

 【０００４】 

 最近提案されている防波堤としては、例えば、津波が陸地に到達する前に津波のエネル

ギーを減衰させるように、海の中に複数段の防波堤を建設するもの（下記特許文献１参照

）、あるいはコンクリート製のセルラを用いて胸壁を構築し、防波堤の下部に多数の支柱

や暗渠を設け、海水の出入りを容易にする一方、暗渠に鋼鉄製の扉を設け津波の侵入を防

止するようにしたものもある（下記特許文献２参照）。 

【先行技術文献】 

【特許文献】 

 【０００５】 

  【特許文献１】特開平７－１１３２１９号公報 

  【特許文献２】特開２００７－６３８９６号公報 

【発明の概要】 

【発明が解決しようとする課題】 

 【０００６】 

 ところが、これらは、いずれも防波堤自体が大きな津波のエネルギーを直接受けるもの

であるため、防波堤自体が相当の強度を有するものでなければならず、防波堤の構築に関

しては、材料を現地に運び込み、これを使用して構築することになり、膨大な費用と労力

を要するものである。また、後者の場合、視界の確保に関しても十分ではなく、地域住人

の生活環境、観光資源も損なわれるものとなっている。 

 【０００７】 

 本発明は、上述した課題を解決するためになされたもので、津波が陸地まで遡上する前

に、津波のエネルギーを大きく減衰させ、遡上する津波による防波堤への影響を極力防止

することができ、防波堤の天端高さを抑制すると共に、視認性あるいは住環境も確保でき

、構築に要する材料コストを低減しつつ迅速に構築可能な津波対策用の岸辺構造を提供す

ることを目的とする。 

【課題を解決するための手段】 

 【０００８】 

 上記目的を達成する本発明の津波対策用岸辺構造は、地表面を穿設することにより形成

され、内部に津波を落下させるようにした凹状溝部と、当該凹状溝部の尐なくとも海側の

縁部に形成され、前記津波の落下高さが高くなるようにした嵩上げ部と、を有することを

特徴とする。 

【発明の効果】
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 【０００９】 

 請求項１の発明によれば、地表面を穿設することにより凹状溝部を形成し、陸地に向か

って遡上する津波を当該凹状溝部内に自由落下させ、一旦地中に向かう垂直方向あるいは

海岸に沿うような横方向に向けるようにしたので、大きな津波のエネルギーを大幅に減衰

させることができ、集落などに直接津波が到達する事態を回避乃至遅らせることができる

。 

 【００１０】 

 また、前記凹状溝部の尐なくとも海側の縁部に嵩上げ部を形成したので、津波の落下高

さが高くなり、よりのエネルギーを減衰することができる。特に、前記嵩上げ部を、前記

凹状溝部の形成により生じた廃土の利用により構築すると、新たな材料を必要とせずに成

形でき、コスト的にも有利となる。 

 【００１１】 

 請求項２に記載の発明によれば、前記凹状溝部の側壁、底面及び嵩上げ部の表面をシー

ト部材により覆ったので、前記凹状溝部及びその周辺の強度が向上し、津波によって崩壊

することがなく、長期にわたり凹状溝部の形状や構造を維持できる。 

 【００１２】 

 請求項３に記載の発明によれば、前記凹状溝部を防波堤の尐なくとも海側に形成したの

で、第一義的には津波を凹状溝部内に落下させることにより大きな津波のエネルギーを減

衰させ、津波のエネルギーが防波堤に直接影響を及ぼさず、津波の到達を極力回避乃至遅

らせることができる。第二義的には防波堤が津波のエネルギーを直接受けないため、極力

防波堤の強度や天端高さを抑制することができ、ある程度視認性や住環境を確保でき、観

光資源が損なわれることもない。さらに、既存の防波堤が存在している場合には、その近

傍に凹状溝部を形成すればよく、迅速な作業でかつ低コストで津波対策の構築が可能とな

る。 

 【００１３】 

 請求項４に記載の発明によれば、前記凹状溝部を防波堤の陸側にも形成したので、上述

した効果に加え、前記防波堤を越波した津波が凹状溝部に自由落下することにより、さら

に津波が集落などに直接到達する事態を回避乃至遅らせることができる。また、津波の引

きによりあらゆるものが海に流れ込むことも阻止でき、これによりある程度の財産の保全

乃至確保が可能となり、また、海洋汚染も防止される。 

 【００１４】 

 請求項５に記載の発明によれば、シート部材は、繊維とセメント材とを混合してなる内

装部材を、通水可能な表面部材と、非通水性の裏面部材とにより封止することにより形成

したコンクリートシートにより構成したので、前記凹状溝部の側壁及び嵩上げ部をコンク

リートシートにより覆い固定した後、当該コンクリートシートに散水するのみで、該コン

クリートシートを固化させることができ、前記凹状溝部などに強固な保護壁を簡単にかつ

迅速に構築することができる。しかも、コンクリートシートは、ひび割れが生じにくく、

劣化も尐ないので、凹状溝部の耐久性が向上する。また、コンクリートシートは、容易に

搬送することができるので、凹状溝部の構築を極めて迅速に行うことができる。 

 【００１５】 

 請求項６に記載の発明によれば、前記凹状溝部の内部に消波ブロックを配置したので、

凹状溝部の内部に流入した津波の勢いを消波ブロックによっても低減でき、津波エネルギ

ーをさらに減衰させることができる。 

 【００１６】 

 請求項７に記載の発明によれば、前記消波ブロックをポカラにより構成したので、ポカ

ラの内部において流入した津波の勢を低減できる。 

 【００１７】 

 請求項８に記載の発明によれば、ポカラを階段状に配置したので、凹状溝部内部におい

て津波が階段状ポカラに沿って上昇する流れを生じさせることができ、この上昇流の発生

により津波エネルギーを減衰させることができるのみでなく、新たに落下してきた津波と
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上昇流との相互衝突によっても津波エネルギーを減衰させることができる。 

 【００１８】 

 請求項９に記載の発明によれば、前記凹状溝部の底部に堆積物を貯留する貯溜部を形成

したので、砂や木屑などが凹状溝部に入り込んでも、凹状溝部の深さを長期にわたり維持

することができる。 

 【００１９】 

 請求項１０に記載の発明によれば、前記凹状溝部の上面の一部を、例えばネット、橋あ

るいは蓋いなどのカバー部材により覆うと、大きな凹状溝部を形成しても、当該地域の住

人の生活に支障を生じさせることもない。 

【図面の簡単な説明】 

 【００２０】 

  【図１】本発明の第１実施形態を示す概略平面図である。 

  【図２】図１の２－２線に沿う概略断面図である。 

  【図３】図２の要部拡大断面図である。 

  【図４】シート部材の断面図である。 

  【図５】本発明の第２実施形態を示す要部概略断面図である。 

  【図６】ポカラの一例を示す概略斜視図である。 

  【図７】本発明の第３実施形態を示す要部概略断面図である。 

  【図８】本発明の第４実施形態を示す概略断面図である。 

【発明を実施するための形態】 

 【００２１】 

 以下、図面を参照して、本発明の実施の形態を説明する。 

 【００２２】 

 （第１実施形態） 

 本実施形態に係る津波対策用岸辺構造１０は、図１に示すような海岸１１あるいは河岸

１２などの岸辺１３に構築されるもので、岸辺１３に沿って地表面を穿設することにより

形成され、内部に津波を落下させるようにした凹状溝部２０と、凹状溝部２０における海

側の縁部に形成された嵩上げ部３０と、を有している。 

 【００２３】 

 なお、図中、「１４」は樹木、「１５」は道路、「１６」は凹状溝部２０に設けられた

橋、「１７」は防波堤である。 

 【００２４】 

 凹状溝部２０は、防波堤１７の海側近傍、つまり防波堤１７から海側に所定長離間した

位置に設けることが好ましい。なお、防波堤１７としては、どのようなものであってもよ

いが、例えば、図２に示すように、岩盤から立設された基礎部１７ａと、基礎部１７ａ上

に設けられた胸壁１７ｂとから構成されている。胸壁１７ｂの形状も、図示のような直立

壁のみでなく、経斜壁あるいはオーバーハングした形状のものなどどのようなものであっ

てもよい。 

 【００２５】 

 凹状溝部２０は、現場の地形、立地条件あるいは想定される津波の規模に応じて幅Ｗや

深さＤを決定すべきであるが、直接津波が集落あるいは建造物に到達する時間をどの程度

遅らせるかも考慮することが好ましい。 

 【００２６】 

 凹状溝部２０は、幅Ｗが、例えば、数百メートルあるいは数キロという単位のきわめて

大きなものであれば、凹状溝部２０の内部に小さな凹状溝部２０を 1 つ乃至複数個相互

に 

平行に形成し、津波をさらに多段階に自由落下させるようにしてもよく、また、必要に応

じて公園あるいは道路などの公共的な建造物を設け、津波に対する抵抗体として機能させ

てもよい。 

 【００２７】 
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 凹状溝部２０の深さＤに関しては、普段の生活時の利便性や危険性などを考慮すれば、

極力浅くすべきで、深くても数十メートル程度とすることが好ましい。 

 【００２８】 

 このような凹状溝部２０の形成は、構築規模に応じてではあるが、廃土の処理が問題と

なる。本実施形態では、これを凹状溝部２０の縁部における嵩上げ部３０の形成に利用す

ることとしている。 

 【００２９】 

 嵩上げ部３０は、図２、３に示すように、凹状溝部２０の海側の縁部に形成することが

好ましい。このようにすれば、津波(図３では実線矢印で示す)が嵩上げ部３０を乗り越

えて移動しなければならず、しかも嵩上げ高さが高くなる分、津波の自由落下する高さも

高くなるため、この嵩上げ部３０の形成によっても津波エネルギーを減衰させることがで

きる。 

 【００３０】 

 嵩上げ部３０の形状は、海側から陸側に向かって上り傾斜する斜面となるように形成す

ることが好ましい。このような斜面であれば、津波を円滑に凹状溝部２０に導きつつ津波

エネルギーを減衰させることができ、しかも嵩上げ部３０の成形も容易となり、廃土処理

やコストの面からも好ましい。 

 【００３１】 

 また、嵩上げ部３０の斜面の形状も、始端から終端まで一定の角度θ１とした単純な斜

面であってもよいが、図３に示すように、斜面の途中からさらに大きな傾斜角θ２となる

ようにしたもの、あるいはさらに多段に傾斜角が増大変化するものであってもよい。場合

によっては、階段状としてもよい。 

 【００３２】 

 ところが、単に廃土を盛ることのみにより形成した嵩上げ部３０の場合、津波に対し強

度的に軟弱である。このため、本実施形態では、嵩上げ部３０の表面のみでなく、凹状溝

部２０の側壁及び底壁もシート部材３１により覆っている。 

 【００３３】 

 シート部材３１としては、どのようなものであってもよいが、後述するコンクリートシ

ートを使用すると、凹状溝部２０の側壁などへの設置作業性の面あるいは補強の面でも優

れたものとなり、好ましい。 

 【００３４】 

 ここに、コンクリートシートとは、図４に示すように、繊維３２とセメント材３３とを

混合してなる内装部材３４を、通水可能な表面部材３５と、非通水性の裏面部材３６とに

より封止することにより形成したものである。さらに詳述する。コンクリートシートは、

通水可能な表面部材３５と非通水性の裏面部材３６とを重ね合せ、その外周面を縫合する

ことにより袋状部材を形成し、この袋状部材内に内装部材３４を収容すると共に封止し、

全体を扁平に形成したものである。表面部材３５としては、外部から供給される水又は海

水が内部に滲み込むように構成されたものであればどのようなものであってもよい。例え

ば、織られた繊維、あるいは不織布などからなる薄肉の繊維材料を使用することが好まし

いが、強度を高める目的で、アラミド製のシートである、ベクトランＴＭ、ケブラーＴＭな

どを使用してもよい。裏面部材３６としては、表面部材３５を通り内部に滲み込んだ水又

は海水が外部に漏れ出ないように構成されたものであればどのようなものであってもよい

。例えば、合成樹脂製のシート、あるいはポリ塩化ビニールなどのような合成樹脂により

コーティングされた布などからなる薄肉の材料を使用することが好ましいが、強度を高め

る目的で、高強度ポリエチレン製のシートである、スペクトラＴＭ、ダイニーマＴＭなどを

使用してもよい。内装部材３４は、立体状の繊維３２とセメント材３３が混合されたもの

で、外部から供給された水又は海水と化合して固化し、コンクリート壁を形成するように

なっている。 

 【００３５】 

 コンクリートシートは、どのような大きさであってもよいが、取り扱いの容易性を考慮
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すれば、厚さｔが３ｍｍ～２０ｍｍ、幅が０．５ｍ～３ｍ、長さが１０ｍ～２０ｍ程度の

ものが好ましい。この程度の大きさにすれば、水又は海水を供給する前、つまり硬化前の

重量が、５Ｋｇ／ｍ２～２０Ｋｇ／ｍ２程度であり、凹状溝部２０の内表面及び嵩上げ部

３０の表面を覆って使用する場合の作業性に問題はない。 

 【００３６】 

 ここにおいて、コンクリートシート１０の具体例を挙げると、下記Ａ，Ｂ，Ｃに示すも

のである。 

 【００３７】 

  【表１】 

 

 【００３８】 

 ここに、モース硬度とは、ナイフにより傷をつけることができる程度の硬さをいい、例

えば、コンクリートの場合、モース硬度は３～７程度である。 

 【００３９】 

 凹状溝部２０は、底部に木葉や砂などの堆積物がたまる恐れがある。このため、本実施

形態では、図３に一点鎖線で示すように、凹状溝部２０の底部をＶ字状に成形し、ここに

堆積物を貯留する貯溜部３７を形成することが好ましい。このような貯溜部３７を形成す

れば、木葉や砂などが凹状溝部２０に入り込んでも、除去しやすく、凹状溝部２０の深さ

Ｄを長期にわたり維持することができる。 

 【００４０】 

 また、凹状溝部２０は、通常時に人の落下事故などが生じないように、上面全体あるい

は一部を、図３に一点鎖線で示すように、カバー部材３８により覆ってもよく、住民生活

の利便性を考慮し、橋１６あるいは階段、さらにはエレベータなどを設けてもよい。 

 【００４１】 

 次に作用を説明する。 

 【００４２】 

 まず、津波対策用岸辺構造１０を構築するには、現場の地形、立地条件あるいは想定さ

れる津波の規模に応じて幅Ｗや深さＤを決定し、岸辺１３から陸側に所定距離離間した位

置の地面を掘削し、断面矩形状をした凹状溝部２０を形成する。 

 【００４３】 

 このような凹状溝部２０を形成すると、多量の廃土が生じるが、この廃土は、凹状溝部

２０の海側の縁部の盛り上げに利用し、嵩上げ部３０を形成する。嵩上げ部３０は、海側

から陸側に向かって徐々に競り上がるようなテーパ面とする。 

 【００４４】 

 そして、コンクリートシートからなるシート部材３１を、嵩上げ部３０の表面、凹状溝

部２０の側壁及び底壁に貼り付けると共に、釘あるいはアンカーボルトなどを用いて固定

する。この固定後にコンクリートシートの表面部材３５に散水し、コンクリートシートを

固化させ，凹状溝部２０及び嵩上げ部３０をコンクリートシートにより補強する。 

 【００４５】 

 凹状溝部２０が形成されると、凹状溝部２０から陸側に所定距離離間した位置に、定法

に従って凹状溝部２０に沿って防波堤１７を形成する。防波堤１７は、岩盤に基礎部１７

ａを設け、基礎部１７ａ上に胸壁１７ｂを立設することにより形成する。 

 【００４６】 
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 このようにして構築された岸辺構造１０に向かって津波が遡上すると、津波は、まず、

嵩上げ部３０の海側から陸側に向かって上り傾斜した斜面である嵩上げ部３０を登ること

になる。嵩上げ部３０の斜面により、津波のエネルギーはある程度減衰されつつ円滑に凹

状溝部２０に向かう。 

 【００４７】 

 嵩上げ部３０を乗り越えた津波は、凹状溝部２０内に落下し、岸辺１３に向かう方向か

ら地中方向あるいは海岸に沿った横方向に方向変換される。この落下及び方向変換により

津波のエネルギーは大幅に減衰され、その勢力が殺がれることになる。また、凹状溝部２

０の底部に達し横方向に変更された津波は、新たに落下してくるものと衝突することにな

るので、これによっても津波のエネルギーは大幅に減衰されることになる。この結果、凹

状溝部２０内において、津波は、流れ方向の変更や相互衝突、渦流の発生などにより、エ

ネルギーが大幅に減衰されることになる。 

 【００４８】 

 凹状溝部２０においては、側壁及び底壁にコンクリートシートからなるシート部材３１

が設けられているので、津波の凹状溝部２０内への落下によってもシート部材３１が破損

したり剥離したりすることはなく、上述した津波エネルギーの減衰効果を確実に発揮する

ことができる。 

 【００４９】 

 凹状溝部２０の内部が海水により満杯になり、さらに津波が岸辺方向に向かう場合には

、凹状溝部２０の近傍に設けられた防波堤１０がこれを阻止することになる。しかし、津

波のエネルギーは、大幅に減衰されているので、防波堤１０も津波の遡上を阻止しやすい

。 

 【００５０】 

 また、想定以上の巨大な津波が発生し、当該津波が防波堤１０を超えて遡上する場合も

あるが、この場合には、本実施形態の防波堤１０は高さが不必要に高くないので、集落の

住人は、津波の遡上を目視しやすく、この結果、避難の開始遅れも防止できる。 

 【００５１】 

 （第２実施形態） 

 図５は本発明の第２実施形態を示す要部概略断面図、図６はポカラの一例を示す概略斜

視図であり、前述した部材と共通する部材には同一符号を付し、説明は省略する。 

 【００５２】 

 本実施形態の津波対策用岸辺構造１０は、凹状溝部２０の海側側壁に沿って消波ブロッ

ク４０を重積配置したものである。消波ブロック４０としては、図６に示すようなポカラ

４１を使用することが好ましい。ポカラ４１は、立方体状をした中空のコンクリート製の

消波ブロックであり、立方体の６面に通孔４２が開設されたもので、内部に海水が入りや

すく、多量の海水が流入する津波のエネルギーを減衰させるものとしては最適なものであ

り、設置する作業性の面でも好ましい。 

 【００５３】 

 このようなポカラ４１をシート部材３１が設けられた凹状溝部２０の側壁及び底壁にア

ンカーボルトなどにより固定的に連結して配置すると共に、これら相互をボルトなどによ

り連結すれば、ポカラ４１の特質から津波を内部に導き入れることができ、津波の勢いを

殺ぎ、津波エネルギーを減衰させることができる。 

 【００５４】 

 つまり、このようにして構築された凹状溝部２０に向かって津波が遡上すると、津波は

、まず、第１実施形態と同様に、嵩上げ部３０の斜面により津波のエネルギーがある程度

減衰され、そして、凹状溝部２０内に落下し、そのエネルギーが大幅に減衰されることに

なる。 

 【００５５】 

 この落下時に、本実施形態においては、ポカラ４１の内部に津波が流入し、津波の勢い

を殺ぎ、津波エネルギーを減衰させる。また、凹状溝部２０に落下した海水は、凹状溝部
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２０内を上昇する場合に、ポカラ４１内に流れ、そのエネルギーがさらに減衰される。し

かも、ポカラ４１が凹状溝部２０の底面から階段状に積み重ねられていると、津波の一部

がポカラ４１に沿って移動し、渦流が生じることになる。この渦流の発生によっても津波

のエネルギーが減衰されるが、この渦流は、新たに凹状溝部２０の内部に落下してきた津

波の流れと相互に衝突するので、これにより新たに落下してきた津波のエネルギーが減衰

される。 

 【００５６】 

 なお、凹状溝部２０の内部が海水により満杯になり、さらに津波が岸辺方向に向かう場

合は、前述した第 1 の実施形態と同様、凹状溝部２０の近傍に設けられた防波堤１０が

こ 

れを阻止することになる。 

 【００５７】 

 ただし、本実施形態の津波対策用岸辺構造１０を設置する場所が、小規模の津波しか遡

上しないところであれば、必ずしもポカラ４１相互を固定的に連結する必要はない。また

、上述したポカラのみでなく、いわゆるテトラポットのような消波ブロックであってもよ

い。 

 【００５８】 

 （第３実施形態） 

 図７は本発明の第３実施形態を示す要部概略断面図であり、前述した部材と共通する部

材には同一符号を付し、説明は省略する。上述した実施形態は、凹状溝部２０が防波堤１

７の海側に設けられたものであるが、本実施形態は、図７に示すように、岸辺１３に沿っ

て形成された防波堤１７の陸側にも凹状溝部２０を形成したものである。なお、図７では

、海側に形成されている凹状溝部２０は省略されている。 

 【００５９】 

 この陸側に形成した凹状溝部２０は、海側に形成した凹状溝部２０とは嵩上げ部３０が

相違している。本実施形態の嵩上げ部３０は、凹状溝部２０の陸側縁部に形成されている

。つまり、凹状溝部２０の陸側側壁が海側側壁よりも高くなるように嵩上げ部３０を形成

し、防波堤１７を越波した海水が凹状溝部２０に入っても、嵩上げ部３０により陸側に流

れにくくしている。 

 【００６０】 

 また、このような嵩上げ部３０を超えて陸側に遡上した津波が引くとき、嵩上げ部３０

に邪魔されることなく円滑に凹状溝部２０内に戻るように、嵩上げ部３０の下部に陸側と

凹状溝部２０内とを挿通する水抜き流路３９が設けられている。 

 【００６１】 

 このように構成された本実施形態は、防波堤１７の海側にも陸側にも凹状溝部２０を有

しているので、先の実施形態と同様、海側の凹状溝部２０や防波堤１７による津波エネル

ギーの減衰作用を発揮することに加え、陸側に形成した凹状溝部２０によっても同様の津

波エネルギーの減衰作用を発揮することになり、両者相俟って大きな津波エネルギーの減

衰を行うことになる。 

 【００６２】 

 また、陸側に形成した凹状溝部２０や嵩上げ部３０を超えて陸側に遡上した津波が引く

ときにおいて、海水は、嵩上げ部３０に邪魔されることはなく、挿水抜き流路３９を通っ

て凹状溝部２０に円滑に戻る。 

 【００６３】 

 （第４実施形態） 

 図８は本発明の第４実施形態を示す概略断面図であり、前述した部材と共通する部材に

は同一符号を付し、説明は省略する。 

 【００６４】 

 上述した実施形態は、廃土を嵩上げ部３０の形成に利用しているが、廃土が多量に排出

される場合には、これのみでなく道路１５の構築に利用し、道路１５によっても津波の遡
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上を防止してもよい。 

 【００６５】 

 例えば、図８に示すように、前述の第３実施形態と同様、防波堤１７の陸側に水抜き流

路３９を有する第 1 凹状溝部２０ａを形成し、第 1 凹状溝部２０ａから陸側に所定距離

離間した位置に第２凹状溝部２０ｂと道路１５を形成する。この場合、第２凹状溝部２０

ｂは、道路１５の海側に形成することが好ましい。ただし、嵩上げ部３０に関しては、必

ずしも設けなくてもよいが、第２凹状溝部２０ｂの側壁などや道路１５の側面には、前述

したシート部材３１であるコンクリートシートを設けることが好ましい。 

 【００６６】 

 このように構成した本実施形態は、前述の第３実施形態が有している機能に加え、第２

凹状溝部２０ｂによる津波エネルギーの減衰機能と、道路１５自体の防波堤機能が付加さ

れたものとなり、優れた津波対策用岸辺構造となる。 

 【００６７】 

 本実施形態では、多量に排出された廃土を利用して道路１５の構築を行うので、道路１

５は、津波に対し粘り強く対抗する海岸保全施設としてあるいは多重防護として機能する

。特に、防波堤１７と交通のインフラストラクチャーである道路の両者を津波対策として

活用すると、いわば二重線堤を当該地域に整備することができ、優れた津波対策となる。 

 【００６８】 

 本発明は、上述した実施形態のみに限定されるものではなく、特許請求の範囲内で種々

改変することができる。例えば、上述した実施形態では、凹状溝部２０を海側のみあるい

は陸側と海側に形成しているが、陸側のみに形成してもよいことは言うまでもない。 

【産業上の利用可能性】 

 【００６９】 

 本発明は、津波のエネルギーを減衰させる津波対策用岸辺構造として利用可能である。 

【符号の説明】 

 【００７０】 

  １０…津波対策用岸辺構造、 

  １３…岸辺、 

  １５…道路、 

  １６…橋、 

  １７…防波堤、 

  ２０…凹状溝部、 

  ３０…嵩上げ部、 

  ３１…シート部材、 

  ３２…繊維、 

  ３３…セメント材、 

  ３４…内装部材、 

  ３５…表面部材、 

  ３６…裏面部材 

  ３９…水抜き流路、 

  ４０…消波ブロック、 

  ４１…ポカラ。
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【書類名】特許請求の範囲 

【請求項１】 

 岸辺に沿って地表面を穿設することにより形成され、内部に津波を落下させるようにし

た凹状溝部と、当該凹状溝部の尐なくとも海側の縁部に形成され、前記津波の落下高さが

高くなるようにした嵩上げ部と、を有することを特徴とする津波対策用岸辺構造。 

【請求項２】 

 前記凹状溝部の側壁及び底面と前記嵩上げ部の表面をシート部材により覆ったことを特

徴とする請求項１に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項３】 

 前記凹状溝部は、前記岸辺に沿って形成された防波堤の尐なくとも海側に形成したこと

を特徴とする請求項１又は２に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項４】 

 前記凹状溝部は、前記岸辺に沿って形成された防波堤の陸側に形成され、前記嵩上げ部

を当該凹状溝部における陸側の縁部に形成すると共に、当該嵩上げ部に陸側に遡上した水

を前記凹状溝部内に戻す水抜き流路を形成したことを特徴とする請求項１～３のいずれか

１項に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項５】 

 前記シート部材は、繊維とセメント材とを混合してなる内装部材を、通水可能な表面部

材と、非通水性の裏面部材とにより封止することにより形成したコンクリートシートによ

り構成したことを特徴とする請求項２に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項６】 

 前記凹状溝部は、内部に消波ブロックを配置したことを特徴とする請求項１～５のいず

れか１項に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項７】 

 前記消波ブロックは、ポカラにより構成したことを特徴とする請求項６項に記載の津波

対策用岸辺構造。 

【請求項８】 

 前記ポカラは、前記凹状溝部の遇部に階段状に配置したことを特徴とする請求項７項に

記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項９】 

 前記凹状溝部は、底部に堆積物を貯留する貯溜部を形成したことを特徴とする請求項１

～８のいずれか１項に記載の津波対策用岸辺構造。 

【請求項１０】 

 前記凹状溝部の上面全体若しくは一部をカバー部材により覆ったことを特徴とする請求

項１～９のいずれか１項に記載の津波対策用岸辺構造。
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【書類名】要約書 

【要約】 

【課題】 津波が陸地まで遡上する前に、津波のエネルギーを大きく減衰させ、遡上する

津波による防波堤への影響を極力防止することができ、防波堤の天端高さを抑制すると共

に、視認性あるいは住環境も確保でき、構築に要する材料コストを低減しつつ迅速に構築

可能な津波対策用の岸辺構造を提供する。 

【解決手段】 岸辺１３に沿って地表面を穿設することにより形成され、内部に津波を落

下させるようにした凹状溝部２０と、凹状溝部２０の尐なくとも海側の縁部に形成され、

津波の落下高さが高くなるようにした嵩上げ部３０と、を有することを特徴とする。 

【選択図】図２
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【書類名】図面 

【図１】 
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【図２】 
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【図３】 
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【図４】 
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【図５】 
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【図６】 
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【図７】 
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【図８】 

 
 




